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総人口の推移

10万人減

・昭和30（1955）年頃から急増、昭和45（1970）年ピーク（国勢調査）
・以降、減少が続き、40年間で約10万人（芦屋市とほぼ同じ）の減。
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H17年以降は⾃然減が⼈⼝減少に追討ち。
社会減はH13年以降は△1千人台以下（Ｈ20・21年は社会増）と
低く推移

人口月報より

社会動態



総人口の将来推計
・人口減少と少子化・高齢化は今後も進む
・平成52（2040）年に⼈⼝は34.1万人（△10万人（2010年⽐較））に、平成72
（2060）年に⼈⼝は25.1万人（△20万人（同））に。

1.8 

2.7 

3.2 

0.6 

1.1 

2.0 

2.9 

4.6 

0.0 

0.1 
0.2 

0.0 
0.5 

55.4 

52.4 

49.9 

46.6 
45.4 

42.5 

50

60

（万人）
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総務省「国勢調査報告」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将推計⼈⼝」
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総人口の将来推計構成比
・平成52（2040）年に65歳以上人口は36.3％、75歳以上人口は2割弱に。
・平成72（2060）年に⽣産年齢⼈⼝は半分に。
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総務省「国勢調査報告」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将推計⼈⼝」

23.9% 23.5%
16.5% 13.5% 11.9% 10.8% 9.4% 8.9% 8.4% 8.0%

71.7%
68.9%

72.5%
70.1%

63.7%
60.1% 60.2%

54.9%
51.5% 50.9%

17.4%

15.8% 14.4%

0%

20%

40%

60%

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 （年）

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 不詳

10



自然増減（出生者数ー死亡者数）
・2009年以降、死亡が出⽣を上回る。
・今後出生数は、団塊ジュニア世代が40歳代を迎え、⼤幅な減少が⾒込まれま
す。
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（資料）尼崎市「尼崎市統計書」 11
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合計特殊出⽣率
・本市の合計特殊出⽣率は、全国や兵庫県の値よりも⾼い傾向にあり、特に20
歳代前半など若い世代における出⽣率が⾼い。
・未婚率は、年齢層が⾼くなるにつれ、全国や兵庫県の値よりも⾼くなる傾向
があります。

尼崎市における合計特殊出⽣率（平成20-24
（2008-2012）年：ベイズ推定値） 尼崎市における⼥性の未婚率（平成22年）
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厚⽣労働省「平成20〜24年 人口動態保健所・市区町村別統計」 総務省「国勢調査報告」
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社会増減（転入者数ー転出者数）
・1960年台までは転⼊超過だったものが、1970年台には年間１万⼈にもおよ
ぶ大幅な社会減少が続いた。
・近年、減少幅は縮⼩しているものの、転出超過傾向が続く。
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（資料）尼崎市「尼崎市統計書」
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年齢５歳階級別純移動数
・20歳代前半が⼤幅に転⼊超過、０〜４歳と30歳代が大幅に転出超過
・「⼦育て世帯」が⻄宮市や伊丹市などの近隣市に⼤幅に転出超過
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（資料）総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」

転出超過
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Ｈ24年⼈⼝動態調査 世帯別人数
平成24年の世帯別⼈⼝動態

2,632

9,052

3,356

2,4182,470

9,127

3,030
3,542

6,124

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000
人

転入

転出

市内間転居

転入超過 転出超過

15

 1人世帯以外は市内間転居が最も多い。
 ファミリー世帯の転出入差は３人世帯△８００人、4人世帯△７００人。
 非ﾌｧﾐﾘｰ世帯の２人世帯は＋１０００人。

ファミリー世帯の市外転出抑制、転入超過の非ﾌｧﾐ
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・⻄宮市や伊丹市、豊中市など、阪神間・北摂の隣接市町との間では転出超過。
その他、東京圏に対する転出超過幅が大きい。
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尼崎市への居住意向
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年夫婦＞転⼊・若年夫婦の順に居住意向は⾼い。
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市外に移りたい理由

【転⼊・若年夫婦世帯】 【転入・子育てファミリー世帯】

・「治安・マナーが悪いから」が最も多い。若年夫婦は「⾃然や空気などの環
境」が、ファミリー世帯では「学校教育」がその次の理由にあがっている。
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⾼齢化の進⾏
・これまでの10年とこれからの10年を⾒ると⾼齢者の増え⽅が変わる。
・65〜74歳は2015年がピーク。75〜84歳は今後10年で1万人増。85歳以
上人口は今後10年で1.5倍のスピードで増加する。
（人）

（資料）創⽣本部研修資料・IIHOE［⼈と組織と地球のための国際研究所］川北秀⼈⽒作成19



単独世帯⽐率
・尼崎市は近隣他都市と⽐較して、単独世帯（⼀⼈暮らしの世帯）の⽐率
が⾼く、中でも男性の単独世帯の⽐率が⾼い。
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（資料）総務省「国勢調査報告」



世帯類型別世帯数の推移
・今後単独世帯の数は増加し、中でも65歳以上の高齢者の単独世帯が増え
ると⾒込まれる。
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15

21

4.1

5.7

8.5
9.08.2

6.8

5.3 4.1

1.2 1.6

2.0
2.2

2.4
3.5

0

5

10

15

1980 1995 2010 2025 （年）

単独世帯 夫婦と子どもからなる世帯 一人親と子どもからなる世帯 夫婦のみの世帯 その他

高齢者の単独世帯

０．５万世帯

（単独世帯の16％）

高齢者の単独世帯

１．２万世帯

（単独世帯の21％）

高齢者の単独世帯
２．７万世帯

（単独世帯の32％）

高齢者の単独世帯
３．６万世帯

（単独世帯の40％）

15
年
経
過

15
年
経
過

15
年
経
過

（資料）尼崎市「尼崎市総合計画 ひと咲きまち咲きあまがさき 2013-2022」



阪神間6市⼈⼝密度⽐較
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阪神間6市⼈⼝密度の⽐較（Ｈ22国勢調査ほか）
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可住地⼈⼝密度…市域⾯積から⼯業専⽤地域と林野、主要湖沼⾯積を引いた⾯積に対する⼈⼝の割合

出典：尼崎市都市計画マスタープラン2014



尼崎市人口ビジョン
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ファミリー世帯の転出超過を抑制し、出⽣率
1.74が実現＋人口置換水準2.07達成

ファミリー世帯の転出超過抑制、出⽣率1.74→2.07達成

・本市の課題であるファミリー世帯の転出超過傾向を５年後に半減。
・平成42（2030）年に希望出⽣率1.74が実現し、平成52（2040）年に出⽣率が
人口置換水準である2.07に回復するケースをめざして、総合戦略を策定する。
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総合戦略策定にあたって

１.子育て世代の転出超過の解消
本市の⼈⼝動態を⾒ると、社会減少による⼈⼝減少は近年緩やかであるものの、０〜４歳児とその親を含めた⼦育て

世代の⼤幅な転出超過傾向が⽬⽴つ。

２.出生数減少への対応
本市の出⽣率は、全国や県の⽔準と⽐較すれば⾼く、他地域に⽐べて⼦どもを産みにくい環境というわけではない。

しかし、社会減少が解消されても、出⽣率・出⽣数が回復しない限り、⼈⼝は減少し続けることが懸念される。

３.超高齢社会への対応
本市においては、今後、加速度的に⾼齢化、なかでも75歳以上の後期⾼齢者が増加すると⾒込まれ、特に、単⾝⾼

齢者の割合が近隣都市と⽐較して⾼いことも対応策を考えるうえで重要。

４.人口構造の変化への対応
⼈⼝の減少や、年齢構成の変化に伴い、公共施設や、そこで提供される⾏政サービスに求められる内容・規模も変化
していくと考えられる。

５.本市の特⻑を活かす
本市は⽣活利便性に優れ、20歳代前半の若年層においては毎年2,000⼈程度の転⼊超過が⾒られる。この層に、尼崎

に触れ、住んでみたい、住み続けたいと思われるまちをつくっていくことが重要。
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尼崎版総合戦略

⑴ 位置づけ
総合計画をもとに「まち・ひと・しごと」の分野に絞ったアクションプラン

⑵ ３つの基本目標
①ファミリー世帯の定住・転入を促進する
【数値目標】○５歳未満の⼦どもがいる世帯の転出超過世帯数（５年で半減）【数値目標】○５歳未満の⼦どもがいる世帯の転出超過世帯数（５年で半減）

○尼崎市のイメージがよくなったと回答した市⺠の割合（34.8% ⇒ 50%）

②経済の好循環と「しごと」の安定を目指す
【数値目標】○市の施策を活⽤して⽣み出した新たな雇⽤数（５年後に350人）

○新たな事業にチャレンジしている人・事業者数を増やす（要調整）

③超高齢社会における安心な暮らしを確保する
【数値目標】○生きがいを持つ高齢者の割合（71% ⇒ 75.9%）

○65〜74歳の要介護認定者数の割合（平成32年度推計値3.70％ ⇒ 3.70％以下）
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尼崎版総合戦略
⑶ 総合戦略を⽀える６つの政策分野
① 子ども・子育て支援の充実

⼦どもの育ちに関する総合的かつ切れ⽬ない⽀援 など

② 学校教育・社会教育と人材育成
就学前教育・保育の基本的考え方の構築、みんなの尼崎大学、聖トマス大学の跡地活用 など

③ 安心して働ける場の創出③ 安心して働ける場の創出
産業振興施策の再構築、若者・⼥性の就労⽀援、⻑期実践型インターンシップの普及・啓発 など

④ 市⺠とともに取り組む健康寿命の延伸
介護予防等の⽀え合いの仕組みづくり、ヘルスアップ尼崎戦略事業の展開 など

⑤ シビックプライドの醸成
市制100周年記念事業、城内地区の歴史的建築物を活かしたまちづくり、⾃治基本条例の制定に向けた取組、
シティプロモーション（インバウンド）の推進、安全・安心の取組（ひったくり撲滅宣言等） など

⑥ よりよい住環境の創出と都市機能の適正化
公共施設等の総合管理計画の策定、放置⾃転⾞対策、空き家対策 など
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尼崎版総合戦略

最重要視している目標

「ファミリー世帯の定住・転入の促進」

27

人口ビジョンで示すとおり、ファミリー世帯の転出抑制に取り組むことで、
現在の人口を維持できるものではありませんが、ファミリー世帯の転出要因に
は「治安やマナー」、「環境」、「教育」といった本市の課題が凝縮されてお
り、それら課題の解決に取り組むことが最重要であると考えています。
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主要取組項目

「ありたいまち」の実現に向けた取組を進めるに当
たって、行政として特に力を入れて取り組むこと
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「人が育ち、互いに支えあうまち」へ

人の育ちと活動を支援する人の育ちと活動を支援する

地域ぐるみで子どもの育ちを支え、生きる力や学力の

向上を図る。

30

バランスの取れた人口構成へ

市民の力を地域での活動につなぎ、地域コミュニティ

の活性化を支援する。

活動人口の増へ



「健康、安全・安心を実感できるまち」へ

市民の健康と就労を支援する市民の健康と就労を支援する

生涯を通していきいきと社会に参画できるよう、健康

を支援する。

31

活動人口の増へ

社会とつながりを保ち、安定した生活を送れるよう、

就労や自立を支援する。

活動人口の増へ



「地域の資源を活かし、活力が生まれるまち」へ

産業活力とまちの魅力を高める産業活力とまちの魅力を高める

社会や地域における新たなニーズに応え、雇用創出に

もつながる事業活動を支援し、地域内の経済循環を図

32

る。 活動人口の増へ

「まちの魅力」の再発見・創出と、戦略的な情報の構

築・発信により尼崎の魅力を高める。

交流人口の増へ



「次の世代に、よりよい明日をつないでいくまち」へ

まちの持続可能性を高めるまちの持続可能性を高める

よりよい住環境の創出に向けた取組を促進する。

活動人口の増へ
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バランスのとれた人口構成へ

公共施設の再配置・機能向上を図り、市民活動や災害

時の拠点として持続的に活動する。

活動人口の増へ



・人口減少下にあるとともに、行政が持つ財源等が

限られるなかで、公共施設の再配置と維持管理コス

トの最適化を図るとともに、機能や利便性の向上を

総合計画における公共施設に対する取組方針

34

トの最適化を図るとともに、機能や利便性の向上を

図ることで、市民活動をサポートし続けられる持続

可能な状況をつくっていくことは、未来に向けて大

変重要なことです。また、公共施設の再配置にあわ

せて、耐震化等を図ることは、災害への対応力を高

め、まちの持続可能性を高めることにもなります。



総合計画に定めるありたいまちを実現していくためには、

市民の皆様のご意見が非常に重要となります。

最後に・・・

35

市民の皆様のご意見が非常に重要となります。

公共施設につきましても、基本方針に基づきみなさまのご

意見を伺いながらマネジメント計画を策定していくことにな

りますので、ご協力よろしくお願いします。


